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◇家賃支援給付金の申請がスタート（新型コロナウ 例）直近の賃料等の支払いが99万円である場合

ィルス感染症対策） （50万円＋24万円×2/3）×6ヶ月分＝396万円

本年７月１４日より、家賃支援支給金の申請が開 396万円＜600万円

始されました。 →396万円を支給（一括）

家賃支援支給金とは、本年５月に発令された緊急 ●個人事業者の場合

事態宣言の延長等により、売上が急激に減少した

事業者に対し、地代・家賃(賃料)の負担を軽減す 支払賃料等 給付額

るために支給される給付金です。主要な固定費の1

つである賃料の負担を軽減することができる点で、 37.5万円 支払賃料等の額×2/3

有用な制度であるといえるでしょう。 以下

１ 主な支給要件

①資本金10億円未満中堅企業、中小企業、小規模 37.5万円を 25万円

事業者、個人事業者等であること。 超える ＋

②2020年5月～12月において、以下のいずれかに 37.5万円を超える部分×1/3

該当すること。 ＊但し、50万円が限度。

・いずれか1ヶ月の売上高が前年同月比で50％

以上減少している者。 ４ 必要書類

・連続する3ヶ月の売上高が前年同月比で30％ 申請に際しては、次の書類を添付する必要が

以上減少している者。 あります。

③自らの事業のために占有する土地・建物の賃料 ①2019年分の確定申告書第一表の控え（1枚）

を支払っていること。 ②月別売上の記入のある2019年度分の青色申告

２ 申請方法 決算書がある場合には、その控え（個人事業

原則として、インターネット上のマイページか 者の場合）

ら申請を行うことになりますが、自身でＷｅｂ申 ③法人事業概況説明書の控え両面（法人の場合）

請を行うことが困難な事業者のために、申請サポ ④受信通知（e-Taxの場合）

ート会場も設けられる予定です。 ⑤申請に用いる売上が減少した月・期間の売上

３ 支給額・支給率 台帳等

申請時の直近の支払賃料（月額）に基づいて算 （門屋）

出される給付額（月額）の6ヶ月分に相当する額。 ✾✾✾法務トピックス✾✾✾

ただし、法人は600万円、個人事業者は300万円 ◆“押印についてのＱ＆Ａ”

が上限とされています。 （内閣府・法務省・経済産業省／2020年6月19日）

新型コロナの影響でテレワークが推奨される中、テ

●法人の場合 レワークの中で問題となっていた“押印”について、

政府が民事訴訟法上の解釈について公式に示しまし

支払賃料等 給付額 た。①契約書に押印をしなくても、法律違反になら

ないか、②本人による押印がなければ、民訴用228条

75万円以下 支払賃料等の額×2/3 第4項が適用されないため、文書が真正に成立したこ

とを証明できないことになるのか、③文書の成立の

75万円を 50万円 真正を証明する手段を確保するためにどのようなも

超える ＋ のが考えられるか等の問いに答える形になっており、

75万円を超える部分×1/3 契約書に押印しなくても法律違反にならないか、ま

＊但し、100万円が限度。 た、民事訴訟法上のルールについて明確にしていま

す。ご参考になさって下さい。⇒「押印についての

Ｑ＆Ａ」（法務省ホームページ）
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新型コロナウィルス感染症の拡大によって経済的打撃を受けた企業や事業者を支援するために

本年7月から始まった家賃支援給付金制度をご紹介致します。
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